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問題意識と先行研究

◼ 問題意識

日本の人口構成や世帯動態の変化が労働市場に及ぼす影響

• 家事を代替するサービスのうち、特に人手の必要なサービス（介護、育児）における労働需要
の増大

• 家計の労働供給量の制約

◼ 先行研究

• 女性の労働供給行動については多くの研究が存在：

Neumark and Korenman（1994）, Loughran and Zissimopoulos（2009）, 武内（2004）など

• 家計の労働供給時系列的な行動：Mazzocco, Ruiz and Ymaguchi（2014）

• 男性の労働供給行動を分析

日本：湯川（2018）

アメリカ：Lundberg and Rose（2002）

ドイツ：Choi, Joesch and Lundberg （2008）

• 世帯（夫婦）の労働供給行動：

Lichard, Pertold and Skoda（2021） 1



分析の内容

各世帯員の情報が得られる公的統計の特徴を活かした分析を実施

◼ 「全国消費実態調査」による世帯の消費

• 世帯員の属性による消費額への影響を分析

◼ 「社会生活基本調査」による世帯員の時間配分

• 世帯員の構成による家事時間への影響（今回は育児時間）を分析

◼ 「全国消費実態調査」と「社会生活基本調査」の接合

• 世帯類型を統一

• 同一類型の消費額（「全国消費実態調査」）を「社会生活基本調査」に接合

• 世帯の消費と労働供給との関係（時系列的な変化）を分析
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◼四半世紀における世帯人員数の構成割合の変化

• 1人、2人世帯が増加

• 3人世帯はほぼ横ばい

• 4人以上世帯が減少

世帯人員数の構成割合
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◼ピークの年は異なるものの、いずれの世帯人員数においても直近では1世
帯あたり消費額が減少傾向

世帯人員数別の消費額（実質）
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◼ 1989年から2014年の間の消費額の増減とその寄与を集計

◼ 光熱・水道、家具・家事用品、保健医療、自動車等関係費、通信、教育、教養娯楽
といった品目はいずれの人員数の世帯でも増加

◼ 食料、被服及び履物、その他の消費支出はいずれの人員数の世帯においても減少

世帯支出額の増減内訳
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世帯員の年齢と消費額との関係
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◼ 世帯人員数別に世帯をサブグループに分け、下記の式で回帰分析を実施

𝑙𝑛𝐶𝑖𝑡 = 𝛼 + 𝑎𝑔𝑒_𝑔𝑟𝑜𝑢𝑝𝑖𝑡
′ 𝛽0 + 𝑋𝑖𝑡

′ 𝛽1 + 𝑢𝑖𝑡

ここで𝐶は世帯の消費総額（実質）、 𝑎𝑔𝑒_𝑔𝑟𝑜𝑢𝑝は年齢5歳階級別人数、𝑋には持ち家
であるか否か、世帯の収入額（対数）、世帯の貯蓄額（対数値）、世帯の負債額
（対数値）、調査年。下図は、 𝛽0の係数値のうち有意なものを掲載



世帯員の年齢と「保健医療、介護サービス」支出額の関係

7

◼ 前頁と同様にして、被説明変数を「保健医療、介護サービス」に絞り分析を実施。
ただし、調査情報として「保健医療、介護サービス」が得られるのは平成16年以
降の調査であるため、前頁よりも観測数が少なくなっている

◼ 「保健医療、介護サービス」 支出額は、65歳以上の世帯員が増えると増加する傾
向。1人、2人世帯よりも、3人以上世帯で「保健医療、介護サービス」支出は抑え
られるため、世帯人員数が増えると家族によるケアによって充足される可能性を
示唆



家計の時間配分（1）
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◼ 「社会生活基本調査」を用い、時間配分について分析を実施

◼ 単純に世帯員数のみでサブグループに分けると、1人世帯と2人世帯では仕事関連
時間（＝就業時間＋通勤時間）が減少し、そのほかの時間が増す。これは、高齢
世帯の1人世帯と2人世帯に占める割合が増加していることが主な要因と考えられ
る

◼ 3人以上世帯では、家事関連時間が増加するともに、余暇が減少していた。そこで、
もう少し条件を絞って集計を行うこととした（次頁）



家計の時間配分（2）
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◼ 集計対象を25～49歳かつ世帯年収が400万円以上に絞り（子どもの有無は制御して
いない）、集計を実施

◼ 仕事関連時間（就業時間＋通勤時間）と育児時間が増加し、家事時間と余暇が減
少している



世帯人数と育児時間の関係
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◼ 男女別に世帯員数が育児時間に及ぼす影響を分析

𝑙𝑛𝐶𝐶𝑖𝑡 = 𝛼 + 𝛽0𝑛_𝑎𝑑𝑢𝑙𝑡𝑠𝑖𝑡 + 𝑋𝑖𝑡
′ 𝛽1 + 𝑢𝑖𝑡

ここで𝐶𝐶は世帯員（15歳以上）1人あたりの育児時間、 𝑛_𝑎𝑑𝑢𝑙𝑡𝑠は同一世帯内の15
歳以上の人数、 𝑋には世帯における年齢階級別の人員数、本人の週労働時間、本人の
学歴、世帯内に介護を必要とする世帯員がいるか否か、調査年。下図は、 𝛽0の係数
値のうち有意なものの数値を掲載



まとめと今後の分析
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まとめ

◼世帯動態が労働供給に及ぼす影響に着目

◼世帯員の構成による消費や時間配分を記述

◼世帯人員が2人以下では、「保健医療、介護サービス」支出が大きいこと
を確認

◼ 1996年から2016年にかけて、仕事関連時間が増加する中でも育児時間の
増加が見られた

◼近年では、（15歳以上）世帯員数が（15歳以上）世帯員1人あたりの育児
時間の増減に与える影響が消失している

◼一連の分析では、内生性には対処しておらず

今後の分析

◼「全国消費実態調査」と「社会生活基本調査」を接合し、分析を進める
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◼ リクルートワークス研究所

世帯動態と労働投入量（2）――世帯人員数と世帯員の年齢が消費支出に与える影響

https://www.works-i.com/research/project/turningpoint/demographics/detail004.html

世帯動態と労働投入量（3）――育児時間の増加が時間的制約を大きくしている可能性

https://www.works-i.com/research/project/turningpoint/demographics/detail005.html
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